
 

 

 

 

 

 

Ⅱ 平成 25 年度における政策評価の取組（トピック） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１ 目標管理型の政策評価の実効性を高めていくための取組 
  各行政機関では、主要な政策についての事後評価として、いわゆる「施策」単位で、

あらかじめ設定された目標の達成度合いを測定する評価が広く行われている。このよ

うな評価を、政策・予算の見直しに活用しやすくするとともに、国民にとって分かり

やすいものとするため、目標管理型の政策評価として、目標や目標を達成するための

手段等をあらかじめ明らかにする事前分析表と評価書の標準様式の導入（平成 23年度

は試行的実施、24年度から全政府的実施）といった取組を進めてきた。 

  目標管理型の政策評価は、政府全体の政策の効果と質を高める政策インフラとして

の機能を有しており、これを更に活用しやすく、分かりやすいものとしていくため、

①行政事業レビューとの連携強化、②標準化・重点化、といった機能強化に取り組ん

でいる。 

 

２ 政策評価と行政事業レビューとの連携強化 
    上記の目標管理型の政策評価は、政府全体で約 500の施策で行われており、一方で、

政府全体で約 5,000事業を対象に行政事業レビューが行われている。行政事業レビュ

ーの対象となる個々の事務事業は、施策の達成手段として位置付けられるものである

ことから、これらの活動が、政策・予算の見直しに活用しやすくなるとともに、国民

にとって分かりやすいものとなるよう、平成 24年度から、両者の連携に取り組んでき

た。 

平成 25年度からは、施策と事務事業の関係を明確化するとともに、両者を一体的に

把握し、見直しが行われるようにしていくため、事前分析表と行政事業レビューシー

トとの間における事業名と事業番号の共通化や、各行政機関の政策評価担当部局と行

政事業レビューの取りまとめ部局との連携確保等の連携強化に取り組んだ。 
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図５ 
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図６ 

 

図７ 
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３ 政策評価の標準化・重点化  

各行政機関の主要な施策について広く用いられている目標管理型の政策評価が、政

策・予算の見直しに活用しやすくなるとともに、国民にとって分かりやすいものとな

るよう、平成 25年度においては、標準化・重点化に取り組み、政策評価・独立行政法

人評価委員会政策評価分科会における審議等を経て、平成 25 年 12 月に、「目標管理

型の政策評価の実施に関するガイドライン」を策定し、26 年度に実施する評価から、

全政府的に導入することとした。 

具体的には、施策の状況を横断的にかつ分かりやすく把握できるようにするととも

に、個々の事業が目標達成に向けて有効に機能しているかといった分析が行われるよ

うにしていくため、全政府共通の５区分で目標の達成度合いを明示する（標準化）と

ともに、毎年度の評価対象の重点化を図り、施策の節目にあわせて評価を実施するこ

ととし、その際、これまでよりも一歩踏み込んだ評価を行う（重点化）こととした。 

 

 

 

 

  

図８ 
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図９ 
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